
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の医療機関のモデルを目指す 

国立がんセンターの取り組み 
 

  必ずしも行政がやる必要のない事業を行政が

行うとムダを生み非効率になりがちです。その

ため、「民営化すべき」という意見も強いのです

が、かといって、中には民営化が馴染まないも

のもあります。そこで、考案されたのが行政組

織と民間企業の中間的な形態である「独立行政

法人」です。つまり、独立行政法人は行政から

独立した法人組織でありながら、国民生活に寄

与する公共性の高い事業を行い、基本的に税金

に頼らず独立採算で運営されるというものです。 

  私が２００９年９月に内閣府副大臣に就任し

たとき、厚生労働省の所管だった国立がんセン

ターは翌２０１０年４月１日に独立行政法人へ

と移行することになっていました。何もしなく

ても国立がんセンターはそのまま独立行政法人

になったのですが、当時の内閣府特命担当大臣

は、改革を伴わないで独立行政法人になっても

ムダや非効率が解消しないのではないかと危惧

したのでした。というのも、国立がんセンター

は組織や財務、人事の面で多くの問題をかかえ

ており、改革なしではそれらが温存されてしま

う可能性が高かったからです。 

  そこで、このチャンスをとらえて、国立がん

センターをモデルケースに独立行政法人のガバ

ナンス（統治）のあり方を検討することでナシ

ョナルセンター（国立高度専門医療センター）

全体の改革も行い、本来の意味での独立行政法

人にしようということになったのでした。しか

も、政治の重要な役割はシステム作りにあるの

ですから、その具体例ともなります。（なお、ナ

ショナルセンターとは、国立がんセンター、国

立循環器病センター、国立精神・神経センター、

国立国際医療センター、国立成育医療センター、

国立長寿医療センターの６施設です）。 

  改革の中身を議論するために設置されたのが

「独立行政法人ガバナンス検討チーム」で、事

務局長に就任したのが私でした。以後、検討チ

ームに内閣府、総務省、財務省、文部科学省、

厚生労働省の副大臣・政務官のほか、病院の改

革に携わっている医師、弁護士、公認会計士な

どに参加してもらい、事務局長の私が議長にな

って改革に向けての議論を積み重ねることにな

ったのです。 

   

●議論は結論が見えない中でスタートした 

  しかし、日本のガン医療の中核である国立が

んセンターを先進的な医療体制を担える組織に

変えるというのは分かっていたものの、当初、

それを具体的にどう実現するのか、皆目見当が
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つきませんでした。 

  私の議長としての仕事もその場のポイントを

つかみながら議論に道筋をつけて行くという形

になりました。私にとって１９年間のサラリー

マン経験が役に立ちました。組織のガバナンス

やマネジメント（管理）、財務について、会社生

活を通して、ある程度の知見があり、議論をリ

ードできたのです。独立行政法人も民間企業と

同じく独立採算で運営されますから、私の経験

は今回の検討チームの議論と噛み合うものだっ

たのです。 

  また、検討チームの議論に活かすために国立

がんセンターの医師や医療スタッフ、職員に対

してアンケート調査も行いました。国立がんセ

ンターではきわめて士気の高い人たちが多く働

いていたことが分かりました。 

 

●議論で打ち出された現実的で具体的な改革案 

  アンケートの結果、やはり組織のいろいろな

改善点が浮かび上がってきました。一例を挙げ

ると、見習いとして働いているレジデントと呼

ばれる若手医師の給料が年収２００万円程度と

安かったことです。これではやる気が出るはず

がなく、当然、検討チームで議論し、給料を引

き上げる方向になりました。 

 議論の参加者に組織改革の経験者がいらした

こともあって、議論が成熟して、具体的で現実

的な改革案がまとまっていきました。この改革

案の内容は多岐にわたりますが、主要なものを

挙げれば、６５０億円を超える負債の処理、縦

割りで風通しの悪い組織の改革、硬直的な人事

の是正といったことです。 

負債処理では人材の効率的な配置や低コスト

での機器調達のほか資産評価の見直しなどで対

処することになりました。組織面では組織の再

編と共に指揮命令系統の整備や横の連絡を密に

できる仕組みの導入などを行うことになりまし

た。人事では従来、厚労省主導のローテーショ

ン人事によって硬直化していたのですが、それ

を理事長の責任の下に専門性の高い人材を外部

からでも登用できるように変更しました。 

   

●人事面で威力を発揮した公募システム 

  さらに、国立がんセンターのトップである理

事長の選任を公募で行った点も特記すべきこと

でしょう。もともと私が内閣府副大臣として独

立行政法人の責任者の公募システムを構築した

のですが、これは、まず給与と業務内容を明確

に示して公募し、その応募者を社会的経験の豊

富な第三者の専門家が面接して複数の候補者に

絞り、最終的に所管の大臣が１人を選任すると

いう方式です。 

  この公募システムで理事長に選ばれたのが嘉

山孝正氏（前・山形大学医学部医学部長）でし

た。嘉山理事長は目下、検討チームの改革方針

をしっかりと国立がんセンターにおいて実現す

るために精力的な取り組みをいただいておりま

す。 

今回の改革はこれからの国の取り組みにおい

て必ず一つの手本になっていくと思います。 

  最後に付け加えれば、私が今回の改革を通じ

て痛感したのは、国立がんセンターは潜在能力

が高いのにそれを活かしきれていなかったとい

うことです。しかし、これは政府機関、独立行

政法人、民間企業に限らず、日本の組織全体に

言えるのではないでしょうか。個々の人材の能

力は高いし、設備や資金も充実しているのに、

組織全体としてその能力を発揮しきれていない

のは大きな損失です。組織の持っている潜在能

力を引き出す才能を持った人材が組織のマネジ

メントをしっかり行うことはもちろん有用です。

さらに、組織の力を最大限に発揮できるシステ

ムを整えることができれば、日本の社会により

深く貢献できるようになるでしょう。 


